
 

改正 平成３１年３月１３日 原規規発第 1903133 号 原子力規制委員会決定 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド（原規技発第 13061920 号）の一

部を次のように改正する。 

 

平成３１年３月１３日 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドの一部改正について 

 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドの一部を別添新旧対照表のよう

に改正する。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年４月２日から施行する。 
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（別添） 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド（原規技発第 13061920 号（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定）） 新旧対照

表 

（傍線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続ガイド 

 

１．本規程の位置づけについて 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号。以下「法」という。）に基づく発電用原子炉施設の工事の

計画の認可等に係る手続の適正な実施のため、実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「規則」と

いう。）第８条から第１４条までに基づく工事の計画の認可等について、

以下のとおりとする。 

（略） 

なお、工事の計画に関する手続に係る要件の技術的内容は、本規程に限

定されるものではなく、規則に照らして十分な保安水準の確保が達成でき

る技術的根拠があれば、規則に適合するものと判断するものである。 

 

２．工事の計画の認可及び届出手続の範囲 

認可手続の範囲については規則第８条第１項第１号の規定により規則

別表第１の中欄で、届出手続の範囲については規則第１１条第１項の規定

により同表の下欄で定められている。さらに規則第８条第１項第２号に規

定されている制限工事についても認可手続を要するものとされている。 

規則別表第１では、工事の種類ごとに手続の範囲を規定している。対象

となる設備及び機器は、規則第９条第１項第２号又は第１２条第１項第２

号で規定されている工事計画に記載しなければならない事項として規則

第９条第２項又は第１２条第２項で規定されている規則別表第２の中欄

で定められているものと対応している。本規程では、規則別表第１に規定

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド 

 

１．本規程の位置づけについて 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号。以下「法」という。）に基づく発電用原子炉施設の工事の

計画の認可等に係る手続きの適正な実施のため、実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「規則」

という。）第８条から第１４条までに基づく工事の計画の認可等について、

以下のとおりとする。 

（略） 

なお、工事の計画に関する手続きに係る要件の技術的内容は、本規程に

限定されるものではなく、規則に照らして十分な保安水準の確保が達成で

きる技術的根拠があれば、規則に適合するものと判断するものである。 

 

２．工事の計画の認可及び届出手続きの範囲 

認可手続きの範囲については規則第８条第１項第１号の規定により規

則別表第１の中欄で、届出手続きの範囲については規則第１１条第１項の

規定により同表の下欄で定められている。さらに規則第８条第１項第２号

に規定されている制限工事についても認可手続きを要するものとされて

いる。 

規則別表第１では、工事の種類ごとに手続きの範囲を規定している。対

象となる設備及び機器は、規則第９条第１項第２号又は第１２条第１項第

２号で規定されている工事計画に記載しなければならない事項として規

則第９条第２項又は第１２条第２項で規定されている規則別表第２の中
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されている工事の種類に加え、規則別表第２に規定されている設備及び機

器等の範囲（工事計画に記載すべき範囲）を示す。 

 

 

（１） 工事の種類 

（略） 

１）・２） （略） 

 

３）発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事 

既に設置されている発電用原子炉施設において、設備又は機器を変

更する工事をいい、さらに以下の工事に分類して認可又は届出手続の

範囲を規定している。 

 

Ａ．・Ｂ． （略） 

 

Ｃ．改造 

機器等の主要仕様表（以下「要目表」という。）の記載を変更し、

機器等を新たなものへ変更する工事の他、機器等の実物の変更を伴

わない容量の変更及び号機間での機器等の共用化を行うもの並び

に既に設置されている機器の撤去又は台数及び容量を変更する工

事も改造の工事とみなす。また、「基本設計方針、適用基準又は適用

規格（以下「基本設計方針等」という。）の変更」についても規則別

表第１において改造として認可対象としており、機器等の実物の変

更を伴わない場合でも、新たな基準等に対応するために基本設計方

針等の記載事項を変更する必要があれば、認可手続が必要となる。

その場合には、新たな基本設計方針等に基づく機器等として取り扱

いを決定する手続を工事とみなすこととする。なお、機器等の仕様

の変更については、発電用原子炉施設の主要な設備又は機器につい

ての改造について認可の対象とし、その他の改造について届出の対

欄で定められているものと対応している。本規程では、規則別表第１に規

定されている工事の種類に加え、規則別表第２に規定されている設備及び

機器等の範囲（工事計画に記載すべき範囲）を示す。 

 

（１） 工事の種類 

（略） 

１）・２） （略） 

 

３）発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事 

既に設置されている発電用原子炉施設において、設備又は機器を変

更する工事をいい、さらに以下の工事に分類して認可又は届出手続き

の範囲を規定している。 

 

Ａ．・Ｂ． （略） 

 

Ｃ．改造 

機器等の主要仕様表（以下「要目表」という。）の記載を変更し、

機器等を新たなものへ変更する工事の他、機器等の実物の変更を伴

わない容量の変更及び号機間での機器等の共用化を行うもの並び

に既に設置されている機器の撤去又は台数及び容量を変更する工

事も改造の工事とみなす。また、「基本設計方針、適用基準又は適用

規格（以下「基本設計方針等」という。）の変更」についても規則別

表第１において改造として認可対象としており、機器等の実物の変

更を伴わない場合でも、新たな基準等に対応するために基本設計方

針等の記載事項を変更する必要があれば、認可手続きが必要とな

る。その場合には、新たな基本設計方針等に基づく機器等として取

り扱いを決定する手続きを工事とみなすこととする。なお、機器等

の仕様の変更については、発電用原子炉施設の主要な設備又は機器

についての改造について認可の対象とし、その他の改造について届
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象としている。 

（略） 

 

Ｄ．修理 

供用中に不具合が発見された場合、又は具体的に不具合が発見さ

れていない場合であって、他の事例等から予防保全的に対策を講ず

る場合に、設備又は機器の一部を手直し（溶接補修は除く。）し、機

器の機能維持又は回復を目的として行う工事をいう。規則別表第１

ではさらに取替工事と性能又は強度に影響を及ぼす工事に分類し

て認可又は届出手続の範囲を規定している。 

 

ａ．取替工事 

修理の工事において要目表の記載の変更を伴わない範囲で部

材等を取り替えるものをいい、「原子炉冷却材圧力バウンダリ」を

構成する機器（主蒸気安全弁、主蒸気逃がし安全弁、制御棒駆動

機構、予備品（使用前検査又は供用の実績のあるものに限る。）及

び消耗品（ボルトを含む。）等を除く。）を工事計画の手続の対象

としている。 

（略） 

 

ｂ． （略） 

 

以下については、工事計画の記載の変更を伴うが、変更の工事には

該当しないものとする。 

（略） 

ただし、これらの変更を行った機器等が属する設備について、工事

計画の手続を行う際には、当該変更内容を変更前の設備状況として記

載することとする。また、変更の工事には該当するものの、規則別表

第１に規定されておらず、工事計画の手続対象外となっていて、かつ

出の対象としている。 

（略） 

 

Ｄ．修理 

供用中に不具合が発見された場合、又は具体的に不具合が発見さ

れていない場合であって、他の事例等から予防保全的に対策を講じ

る場合に、設備又は機器の一部を手直し（溶接補修は除く。）し、機

器の機能維持又は回復を目的として行う工事をいう。規則別表第１

ではさらに取替工事と性能又は強度に影響を及ぼす工事に分類し

て認可又は届出手続きの範囲を規定している。 

 

ａ．取替工事 

修理の工事において要目表の記載の変更を伴わない範囲で部

材等を取り替えるものをいい、「原子炉冷却材圧力バウンダリ」を

構成する機器（主蒸気安全弁、主蒸気逃がし安全弁、制御棒駆動

機構、予備品（使用前検査又は供用の実績のあるものに限る。）及

び消耗品（ボルトを含む。）等を除く。）を工事計画の手続きの対

象としている。 

（略） 

 

ｂ． （略） 

 

以下については、工事計画の記載の変更を伴うが、変更の工事には

該当しないものとする。 

（略） 

ただし、これらの変更を行った機器等が属する設備について、工事

計画の手続きを行う際には、当該変更内容を変更前の設備状況として

記載することとする。また、変更の工事には該当するものの、規則別

表第１に規定されておらず、工事計画の手続き対象外となっていて、
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要目表の記載の変更を伴う工事を行った場合も同様とする。 

（略） 

 

（２）工事計画に記載すべき設備及び機器等の範囲 

（略） 

 

１） （略） 

 

２）設備及び機器等の記載要求範囲 

（略） 

 

（個別施設事項） 

Ｇ． （略） 

 

Ｈ．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

燃料取扱設備、新燃料貯蔵設備、使用済燃料貯蔵設備、使用済燃料

貯蔵槽冷却浄化設備及び燃料取替用水設備（加圧水型発電用原子炉施

設に限る。）とする。 

燃料取扱設備の新燃料又は使用済燃料を取り扱う機器としては、新

燃料又は使用済燃料の装荷、取出又は保管等を行うために使用する機

器とする。 

使用済燃料貯蔵設備の使用済燃料貯蔵槽の温度、水位及び漏えいを

監視する装置としては、使用済燃料の冷却と放射線の遮蔽の機能を有

する貯蔵槽内の水の状況を監視するためのものであり、中央制御室等

への情報伝達又は警報発信等の機能を有する装置をいう。なお、使用

済燃料貯蔵用容器のうち、設置許可基準規則第２条第２項第４１号に

定める兼用キャスクについては、核燃料物質等の工場又は事業所の外

における運搬に関する規則（昭和５３年総理府令第５７号。以下「外

運搬規則」という。）第２１条第２項の規定による容器の設計に関す

かつ要目表の記載の変更を伴う工事を行った場合も同様とする。 

（略） 

 

（２）工事計画に記載すべき設備及び機器等の範囲 

（略） 

 

１） （略） 

 

２）設備及び機器等の記載要求範囲 

（略） 

 

（個別施設事項） 

Ｇ． （略） 

 

Ｈ．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

燃料取扱設備、新燃料貯蔵設備、使用済燃料貯蔵設備、使用済燃料

貯蔵槽冷却浄化設備及び燃料取替用水設備（加圧水型発電用原子炉施

設に限る。）とする。 

燃料取扱設備の新燃料又は使用済燃料を取り扱う機器としては、新

燃料又は使用済燃料の装荷、取出又は保管等を行うために使用する機

器とする。 

使用済燃料貯蔵設備の使用済燃料貯蔵槽の温度、水位及び漏えいを

監視する装置としては、使用済燃料の冷却と放射線の遮蔽の機能を有

する貯蔵槽内の水の状況を監視するためのものであり、中央制御室等

への情報伝達又は警報発信等の機能を有する装置をいう。 

（略） 
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る原子力規制委員会の承認（以下「設計承認」という。）を受けてい

る旨、供用を開始する前までに法第５９条第３項の規定による容器に

関する原子力規制委員会の承認（以下「容器承認」という。）を受け

る旨並びに供用中は当該設計承認及び当該容器承認に係る使用する

期間の更新等に必要な手続を継続して行う旨を記載することとする。 

（略） 

Ｉ．～Ｎ． （略） 

 

３．工事計画以外の認可申請書、届出書及び添付書類の記載 

認可申請又は届出の手続については、規則第９条第１項又は第１２条第

１項に申請書又は届出書記載事項が定められており、各条第３項の規定に

より添付すべき書類が規則別表第２の下欄で定められている。ここでは、

各条第１項第３号に規定されている工事工程表及び規則別表第２の下欄

で定められている各添付書類に記載すべき事項を示す。 

 

（１） （略） 

 

（２）添付書類 

（略） 

 

１）～１９） （略） 

 

２０）兼用キャスクにあっては、外運搬規則第２１条第２項の規定によ

る容器の設計に関する原子力規制委員会の承認を受けたことに関す

る説明書 

申請された兼用キャスクが設計承認を受けているものであること

を、核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上

の基準に係る細目等を定める告示（平成２年科学技術庁告示第５号）

第４１条第２項第１号の設計承認番号を付すなどして説明すること

 

 

 

 

 

 

Ｉ．～Ｎ． （略） 

 

３．工事計画以外の認可申請書、届出書及び添付書類の記載 

認可申請又は届出の手続きについては、規則第９条第１項又は第１２条

第１項に申請書又は届出書記載事項が定められており、各条第３項の規定

により添付すべき書類が規則別表第２の下欄で定められている。ここで

は、各条第１項第３号に規定されている工事工程表及び規則別表第２の下

欄で定められている各添付書類に記載すべき事項を示す。 

 

（１） （略） 

 

（２）添付書類 

（略） 

 

１）～１９） （略） 

 

（新設） 
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とする。 

２１）～３１） （略） 

 

４．工事の計画の変更等の手続 

（略） 

 

（参考）電気事業法における手続との関係 

本規程における発電用原子炉施設の工事の計画の認可等に係る手続に

ついては、同種の規定が電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）におい

ても定められており、規則別表第１及び別表第２についても同様に原子力

発電工作物の保安に関する命令（平成２４年経済産業省令第６９号。以下

「保安命令」という。）別表第１及び別表第２にて規定されていることか

ら、規則と保安命令で異なる用語が用いられている箇所については、規則

に対応する保安命令の用語を【】で以下に示す。 

（略） 

なお、電気事業法においては並行して手続が必要であるとともに、大気

汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）等の環境法令に関係する電気工作

物に関する手続も存在し、保安命令別表第３及び別表第４だけでなく、保

安命令別表第１及び別表第２にも含まれており、当該手続も電気事業法に

基づき行う必要がある。 

 

２０）～３０） （略） 

 

４．工事の計画の変更等の手続き 

（略） 

 

（参考）電気事業法における手続きとの関係 

本規程における発電用原子炉施設の工事の計画の認可等に係る手続き

については、同種の規定が電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）にお

いても定められており、規則別表第１及び別表第２についても同様に原子

力発電工作物の保安に関する命令（平成２４年経済産業省令第６９号。以

下「保安命令」という。）別表第１及び別表第２にて規定されていることか

ら、規則と保安命令で異なる用語が用いられている箇所については、規則

に対応する保安命令の用語を【】で以下に示す。 

（略） 

なお、電気事業法においては並行して手続きが必要であるとともに、大

気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）等の環境法令に関係する電気工

作物に関する手続きも存在し、保安命令別表第３及び別表第４だけでな

く、保安命令別表第１及び別表第２にも含まれており、当該手続きも電気

事業法に基づき行う必要がある。 

 


